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研究成果の概要（和文）：性加害行為のあった知的障害者の地域生活支援において、支援者の知識や支援方法へ
のアクセスの状況、支援上の課題、性加害行為のあった知的障害者への地域生活支援の状況や支援の展開を明ら
かにすることを目的とした。そして、障害福祉事業所への質問紙調査、性加害行為のあった知的障害者の支援経
験者へのインタビュー調査、知的障害当事者へのインタビュー調査を実施した。その結果、殆どの支援者が性加
害行為の知識や支援方法を学ぶ機会を持たないまま支援を行っていた。また、地域生活においては、再加害行為
をしないようにリスクを避けながら充実した地域生活を送っていることが示された。

研究成果の概要（英文）：The current study aimed at exploring into support workers’ knowledge, 
methods in use, issues, practice and processes in supporting people with intellectual disability who
 exhibit sexually violent behaviors in the community. The authors conducted a questionnaire survey 
for disability service providers, a series of interviews with support workers who experienced to 
support this client population, and interviews with service recipients. It was found that a majority
 of the support workers worked with this client group without good knowledge of sex offenders with 
intellectual disability. They did not have an opportunity to learn appropriate support methods. It 
was also found that the clients attempted to avoid risk associated with reoffending and it made 
possible for them to lead a life in the community in an enhanced manner. 

研究分野：臨床心理学
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１．研究開始当初の背景 
 近年、矯正施設に知的障害のある受刑者が
多く存在していることが明らかになった。知
的障害のある受刑者にとって出所後は福祉
の支援につながりにくく社会生活が困難な
状況があった。そのため、司法と福祉の連携
の必要性が認識されるようになり、地域生活
定着支援センターが設置されるなどの取り
組みが行われた。しかし、非行・犯罪行為に
対応することが想定されていない障害福祉
事業所には支援上の多くの課題があった。 
 また、性加害行為については、その理解や
介入方法などが提示されてきているが、知的
障害者による性加害行為についての研究や
支援方法の提示は日本においては殆どない
状況であった。研究代表者が 2014 年に知的
障害者支援事業所の支援者を対象に行った
調査では、性加害行為のあった知的障害者へ
の支援は性加害行為の理解や支援方法の不
在から困難だと考えられていた。また、機能
的な支援ネットワークが欠如し、必要だと考
える支援と実際に行う支援との間に相違も
生じていた。このように、性加害行為のあっ
た知的障害者に関する研究は非常に少なく、
支援に十分に活かされているとはいえない
状況であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、我が国における知見の少ない性
暴力加害行為のあった知的障害者が地域で
安全に生活するために必要な支援について、
実践的な研究を行い、支援者の加害行為に対
する理解や支援方法の向上、支援体制構築に
有意義な知見をもたらし、支援上のニーズに
応えていこうとするものである。 
これまでの支援実践および研究より、性加
害行為のあった知的障害者が地域で再加害
行為をせずに生活するためには、心理教育に
よる個人内要因への介入、多機関連携による
支援体制の構築、日々の福祉の支援という複
合的な支援モデルが必要であると考えた。そ
こでまず、障害福祉事業所における支援の状
況について、支援上の課題と支援者の知識や
支援方法へのアクセスの状況について明ら
かにすることを目的とした。また、性加害行
為のあった知的障害者への地域生活支援の
状況や支援の展開を明らかにすることを目
的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）性加害行為のあった知的障害者への支
援上の課題と知識や支援方法へのアクセス
状況に関する調査 
郵送による質問紙調査で、調査協力者は障
害福祉事業所の支援者とし、事業所ごとに 1
部配布した。質問紙の配布に際しては、利用
者への直接援助、相談支援に携わっている支
援者に回答をお願いする旨を依頼文に記載
した。調査期間は 2015 年 10 月の 1ヶ月。回
収は回答者ごとに郵送によって行った。質問

紙調査の調査内容の検討、調査結果の分析に
ついては研究協力者と協議して行った。 
 質問紙調査における倫理的配慮として、調
査票の表紙に調査の趣旨、回答は自由意思で
あり拒否しても不利益が生じないこと、回答
の途中でいつでも中断できること、調査は無
記名で個人が特定されないことを明記した。
また、研究代表者の所属機関において倫理審
査を受け承認された。 
（2）性加害行為のあった知的障害者の地域
生活支援に関する調査 
 性加害行為のあった知的障害者への支援
経験のある支援者を対象としたインタビュ
ー調査を行った。調査協力者は、障害福祉事
業所の支援者を対象にした研修会を開催し、
受講者から募った。また、研究協力者より性
加害行為のあった知的障害者への支援経験
者の紹介を受けて調査協力を依頼した。調査
期間は 2016 年 2月～2016 年 6月である。 
調査内容は、性加害行為のあった知的障害
者への支援内容、性加害行為の背景や動機と
して考えられること、支援上の課題やニーズ
である。 
インタビュー調査における倫理的配慮と
して回答者に、調査の趣旨、個人情報の取り
扱い、調査中いつでも回答を中断できること、
それによっていかなる不利益も生じないこ
と、研究結果の公表などについて書面で説明
し、協力への同意を書面で得た。また、研究
代表者の所属機関において倫理審査を受け
承認された。 
（3）性加害行為のあった知的障害者の地域
生活に関する調査 
 地域生活を送っている性加害行為のあっ
た知的障害のある当事者（以下、当事者と表
記）、地域生活の支援者（以下、地域の支援
者と表記）、地域生活前に当事者が利用して
いた入所施設の支援者（以下、入所施設の支
援者と表記）、の 3 者へのインタビュー調査
を行った。 
本調査の倫理的配慮は次のようになる。地
域の支援者および当事者へのインタビュー
調査について、事前に事業所へ調査の趣旨を
説明し、承諾を得てから行った。調査時には
回答者に、調査の趣旨、個人情報の取り扱い
に当たっての配慮、調査中いつでも回答を中
断できること、それによっていかなる不利益
も生じないこと、研究結果の公表などについ
て書面で説明し、協力への同意を書面で得た。
知的障がいのある当事者への調査では、当事
者へ不利益が生じないよう細心の配慮をし
て実施した。当事者の同意に加えて、現利用
中の事業所および入所施設の支援者が本人
同意に立ち会い、調査の承諾を得た。入所施
設の支援者が立ち会えない場合は事前に同
意を得るプロセスについて説明し了承を得
た。また、書面での説明は、平易な表現とし、
ふりがなをふるなど十分な理解が出来るよ
う配慮した。加えて、回答を求める前に再度
回答を強制するものではないことを書面に



て提示した。また、研究代表者の所属機関に
おいて倫理審査を受け承認された。 
 
４．研究成果 
（1）性加害行為のあった知的障害者への支
援上の課題と知識や支援方法へのアクセス
状況に関する調査 
支援者への質問紙調査による、障害福祉事
業所における支援状況や支援上の課題、支援
者の知識や支援方法へのアクセスの状況に
ついては以下のようになった。 
 548 部配布し、205 部回収した（回収率
37.4％）。回答者は、男性 104 人（52％）、女
性 96 人（48％）、回答者の年齢は平均 47.1
歳（SD=11.7）、支援経験年数は平均 14.0 年
（SD=9.5）であった。 
 利用者の非行・犯罪や触法行為に関する問
題への対応経験を尋ねたところ、回答者の約
４割が対応経験があるとしていた。また、利
用者の性に関する問題や困難への対応経験
を尋ねたところ、回答者の約 6割が対応経験
があるとしていた。利用者の性に関する問題
や困難への対応経験があるとした回答者に
その内容を複数選択で尋ねたところ、「利用
者の交際・結婚に関すること」、「利用者同士
の身体接触に関すること」が半数を超えてお
り、次いで「自慰行為に関すること」、「性犯
罪や性加害行為に関すること」、「利用者の妊
娠に関すること」、「利用者と職員の身体接触
に関すること」が多く選択されていた。 
 利用者の性に関する研修の受講経験を尋
ねたところ、回答者の約２割が受講経験があ
るとしていた。受講経験のある者に受講した
研修の内容を尋ねたところ、「利用者の交
際・結婚」に関することが最も多く、次いで
「自慰行為について」、「利用者同士の身体接
触に関すること」となっていた。なお、「性
犯罪や性加害に関すること」に対応した経験
のある回答者のうち、「性犯罪・性加害行為
について」の研修を受講したことがある回答
者は 1人であった。 
利用者の性に関する研修において、今後受
講したいと思う研修内容について複数選択
で回答を求めた結果、「利用者の交際、結婚
について」という回答が最も多く、次いで「利
用者同士の身体接触に関すること」、「妊娠・
出産など子どもを産み育てることについて」、
「性犯罪・性加害行為について」となってい
た。 
（2）性加害行為のあった知的障害者の地域
生活支援に関するインタビュー調査 
支援者へのインタビュー調査においては、
性加害行為のあった利用者への支援状況、支
援上の課題が示された。また、過去の性加害
行為につながったのではないかと考えらえ
る背景要因、性加害行為の動機や性加害行為
実行に至る要因についての支援者の意識が
示された。 
（3）性加害行為のあった知的障害者の地域
生活に関する調査 

当事者及び支援者へのインタビュー調査
による、性加害行為のあった知的障害者の地
域生活支援の状況や展開に関する調査結果
は以下のようになった。 
・地域の支援者への調査結果 
 支援開始前は、当事者に対するネガティブ
な印象や受け入れに対する不安があり、当事
者に関する情報が必要とされていた。受け入
れた後の支援方針は、事業所の方針によって、
普通の地域生活を送ることを基本姿勢とし
たものと、リスク回避を強調したものに分か
れていた。地域生活開始当初には再加害行為
を防ぐためのルールがあったが、再加害行為
をしない状況が続くと、次第に支援者や事業
所が設定するルールが減少していた。一方、
再加害行為につながるようなルール違反な
どがあると、ルールが付加されていた。 
 地域生活において、当事者が再加害行為を
しない生活を続けていくことで、より普通の
地域生活に近づき、支援者と良好な関係が持
てるようになっていた。また、日中活動や就
労における発展があり、当事者が充実感を感
じていた。このように地域生活に満足してい
ることが性加害行為のない地域生活の継続
につながっていると考えられていた。 
・当事者への調査結果 
 地域生活において、心理教育によって学習
した再加害をしないための行動を継続して
実践していた。その中で、地域生活に余暇の
楽しみができたり、仕事のやりがいを持てる
ようになったりしていた。一方、ルール違反
があると、地域生活におけるルールが厳しく
なり、不満を持っていた。 
（4）得られた成果の国内における位置づけ 
 本研究において、性加害行為のあった知的
障害への障害福祉事業所の支援においては、
知識や支援方法へのアクセスがないまま試
行錯誤しながら支援を行っているといった
支援状況や支援上の課題の一端を明らかに
することができた。また、性加害行為のあっ
た知的障害者の地域生活支援の状況や地域
生活の展開、性加害行為のリスクを高める背
景に関する示唆を得ることができた。そして、
今後の性加害行為のあった知的障害者の支
援実践において有用な知見を得ることがで
きた。 
 
註記 本研究においては、性加害行為を「同
意していない相手や同意できない相手に対
して行う、一方的な、性に関わるあらゆる行
為。また、性的虐待。」とし、性加害行為に
は性犯罪として立件されたものだけではな
く、性犯罪として立件されていないものも含
む、より広範囲の行為を指すものとしている。 
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